





























生時には “ 早期教育による動機づけ ”，2 年生時には “ 自
己理解と社会理解 ”，3 年生時には “ 自己実現に必要な
スキルの習得 ”，4 年生時には “ 進路決定と進路を見据















あり，環境探索が “ 履歴書を提出する ”“ 大学の就職課
を利用する ” などの就職活動を予測すること（Werbel, 
2000）や，キャリア探索が面接の準備を促進し，さら
にそれらが就職面接のパフォーマンスや結果に影響を与






















機を 4 つの側面に分け，“ 探索志向 ”“ 対人志向 ”“ 上位
志向 ”“ 挑戦志向 ” から構成されているとする。“ 探索
志向 ” と “ 挑戦志向 ” については，後に 1 つにまとめ
られ，興味や関心を反映させた就業に対する積極的姿勢

























解決とは，実生活上の社会的文脈における “ 問題解決 ”
を指し，自己管理の技法・一般的な対処戦略とされて





（D’Zurilla, 1986; D’Zurilla & Nezu, 1990; Maydeu-





























　東海地方の私立大学 1 校に在籍する大学生計 104 名 
（男子33名，女子71名）の回答が得られ，分析に用いた（有
効回答率 65%）。平均年齢は 19.38 歳（SD=0.94），学年








2011 年 10 月から 11 月である。
調査内容











などから話を聴く ”）の計 13 項目より構成される。回
答は，現在通っている学校に入学してから項目内容に示
す事柄を行っている程度について，“ まったく行ってい
ない ”―“ 非常によく行っている ” までの 5 段階評定で
求めた。
　就業動機　就業動機尺度（安達 , 1998, 2001a）より，
自己向上志向 21 項目（例 “ 将来就きたい職業のために
努力しようと思う ”），対人志向 10 項目（例 “ 仕事を通
じて色々な人に出会いたい ”），上位志向 10 項目（例 “ 地
位や名誉をもたらす職業に就きたい ”）の 3 尺度 41 項
目を使用。回答は，“ まったくあてはまらない ”―“ 非




する尺度（Social Problem-Solving Inventory; SPSI）を




ガティブな問題志向 ”“ 合理的問題解決 ”“ 衝動的／不注
意型問題解決 ”“ 回避型問題解決 ” の 5 因子構造から構成
されることが明らかとなっており，社会的問題解決理論
と整合性を持つ尺度であることが示された。本研究では，
問題解決スタイルに該当する “ 合理的問題解決 ”“ 衝動的


















機の 3 因子を独立変数とし，問題解決スタイルの 5 因
子を従属変数とした分析を行った。続けて，就業動機














































































































方について “ 考えてみる ” という行為自体は，多くの者
が行ったことのあると考えられる。しかし，その深さ・
十分さについては，個人の主観によっており，衝動的な
問題解決の傾向が高い者は，“ 考えてみる ” という行為
についての十分さの基準が低いことが考えられる。従っ
て，衝動的な問題解決スキルの高い者と低い者では，同
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